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【まとめ】 

本研究課題は、高齢化に伴うごみ分別行動の

変化がごみ処理に及ぼす影響を評価した。神戸

市民を対象として容器包装プラスチックの分

別に関する調査を行い、年齢階級・生活様式別

での、容リプラ全体の分別動向の変化を分析し

た。その結果、ごみ分別割合は年齢階級の上昇

に伴い増加し、85 歳以降は減少する傾向が伺

えた。この結果を踏まえ、2035 年までのごみ

分別割合の将来変化とごみ処理に伴う CO2 排

出量との関係を分析した。 

１．研究の目的 

 高齢者は、認知機能や体力の衰えにより、煩

雑なごみ分別等の日常行動が十分に行えない

ケースが指摘されている。そのため、高齢者人

口が増加することでごみ分別が十分にできな

い住民が多くなり、自治体のごみ処理施策に支

障をきたすおそれがある。そこで、本研究課題

では、高齢化に伴うごみ分別行動の変化が中長

期的なリサイクル等のごみ処理に及ぼす影響

を、フォアキャスト的アプローチを用いて評価

するとともに、高齢化社会に相応しいごみ処理

サービスを提案することを目的とする。 

 

２．研究方法と経過 

 2-1   ごみ分別行動に関するアンケート調

査の実施 

 研究の対象地域は神戸市とし、容器包装プラ

スチック(以下、容リプラ)の分別に関するWeb

アンケート調査を行った。質問は、デモグラフ

ィック属性(性別、世帯数、年収など)と本質問

である。本質問では、容リプラの種類別での資

源ごみへの分別頻度(5 段階)、ごみ分別・ごみ

出しを行う主体(本人、その他家族、ボランテ

ィアなど)である。容リプラは、環境省 1)に基

づき、6種類(表 1)に分類した。 

アンケート調査は以下に示すように、2回に

分けて実施した。 

・ 1 回目：2015年 11月 16日~同月 24日 

対象年齢：20~69歳、回収サンプル数：1,242。 

・ 2 回目：2016年 6月 14日~同月 17日 

対象年齢：70歳以上、回収サンプル数：413。 

但し、神戸市のみではモニター数が極めて少

なかったため、神戸市から近く、本市と同様に

容リプラの分別収集をしている大阪市でも同

じ調査を行った。 

 なお、申請段階では郵送による調査を予定し

ていたが、神戸市の個人情報保護方針により選

挙人名簿等を用いることが不可能であったた

め、郵送による調査は断念し、次善策である

Webアンケート調査を行った。 

 

 2-2  分別割合の計算 

 資源ごみへの分別頻度に関する質問では、

容リプラの種類別に、燃えるごみではなく資源

ごみに入れているかどうかを、5段階(いつも入

れる(100%)、殆ど入れる(75%)、たまに入れる

(50%)、殆ど入れない(25%)、全く入れない(0%))

でたずねた。アンケート調査で得られた分別頻

度の結果について、「いつも入れる」場合は分

別頻度を 100%、「全く入れない」は 0%と仮定

し、上記の回答結果を 25%刻みの順序尺度に置

き換えた。分別、「全く入れない」の場合は 0%

分別(即ち、燃えるごみに入れる)とし、その間

の回答を 25%刻みで増減させた。 

続いて、容リプラを可燃ごみ袋ではなく資源

ごみ袋に入れる割合を分別割合と定義し、式

(1)から分別割合を算出した。本結果を用いる

ことで、年齢階級・生活様式別で、容リプラ全

表 1 容リプラの種類と組成割合 

組成割合

プリン、ヨーグルト、アイス等のカップ
弁当、豆腐、納豆、マーガリン等の容器
卵、果物等のパック
ハム、ソーセージ、レトルト食品等のパック

菓子、カップ麺等の外装フィルム
衣料品、日用品、詰め替え用洗剤等の袋
ペットボトルのラベル

食用油、ソース、ドレッシング、乳酸飲料等食品
のボトル
洗剤、漂白剤、シャンプー、リンス、カー用品、
薬、化粧品等日用品のボトル

レジ袋

チョコレート、ガム、アイス、バター、レトルト食
品等食品の銀色部分
石鹸、洗剤、シャンプー等日用品の銀色部分

生鮮食品、弁当等を包んでいるラップ
パン、菓子、野菜等の袋

容リプラの種類

①パック・カップ・弁当容器

②商品の袋・包装(アルミなし)

③PET以外のプラスチックボトル

④販売店のレジ袋

34%

⑥販売店の袋・包装
5%

8%

9%

17%

27%

⑤複合アルミ箔

 



体の分別動向がどのように変化するかを定量

的に把握することが可能である。 
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但し、s: 分別割合、αi: 容リプラ i の分別頻度

(0%，25%，50%，75%，100%)、wi: 容リプラ

iの種類別組成割合、i: 容リプラの種類(1~6)。 

上述の換算を踏まえ、年齢階級・生活様式と

分別割合との関係性を調べた。特に本研究課題

では、高齢者世代とその他世代での分別割合の

違いに着目して分析を行った。 

 2-3   分別割合がごみ処理に与える影響の

考察 

世帯数の将来変化に伴う分別割合の変化を

推計するとともに、これが神戸市のごみ処理に

与える環境的影響を、フォアキャスト的アプロ

ーチを用いて明らかにする。フォアキャスト的

アプローチとは、現時点で取りうるべき対策や

技術を導入することで、どれだけの効果が得ら

れるかを積み上げる方法である。 

ここでは、国立社会保障・人口問題研究所(以

下、社人研)
2),3)による将来人口と世帯主年齢別

世帯数の推計結果をもとに、2015 年～2035 年

までの神戸市の世帯数の変化に伴う分別割合

の変化度合いを、式(2)から推計した。なお、

アンケート調査結果をもとに、単身世帯と複数

世帯別での世帯主年齢階級別の分別割合を整

理した。現時点の世帯主年齢階級別の分別割合

は、将来に渡り変化しないと仮定した。 
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但し、S
j
: 神戸市における j年の分別割合、Hfy

j
:

 j年の単身・複数世帯別世帯主年齢別の世帯数、

sfy
j
: j 年の単身・複数世帯別世帯主年齢別の分

別割合、j: 年、f: 単身・複数世帯(単身:1, 複数:

2)、y: 世帯主年齢の年齢階級(20~24:1, 25~29:

2, 30~34:3, 35~39:4, 40~44:5, 45~49:6, 50~54:

7, 55~59:8, 60~64:9, 65~69:10, 70~74:11, 75~7

9:12, 80~84:13, 85~89:14, 90~94:15)。 

続いて、容リプラが可燃ごみから分別される

ことで、ごみ焼却量が削減され、それに伴い焼

却に由来する CO2 排出量が削減されると想定

し、分別割合が焼却由来の CO2 排出におよぼ

す影響を評価した。神戸市では、2014 年度時

点における一人一日あたりごみ排出量は 996g

である 4)。また、神戸市全体での可燃ごみの排

出量は 263,600t、容リプラの収集量は 7,900tで

ある 4)。一人一日あたりごみ排出量は将来に渡

り変化しないと仮定し、これらのデータに本市

の将来人口推計結果 2)を乗じることで、2035

年までの可燃ごみ排出量および容リプラ収集

量を推計した(図 1)。また、アンケート調査結

果により得られた神戸市の分別割合の数値と

容リプラの収集量を対応させることで、分別割

合が変化することによる容リプラ収集量の変

化量をみる。即ち、分別割合が減ることは、分

別収集されるはずだった容リプラは可燃ごみ

に投入され、容リプラ収集量が減り、可燃ごみ

排出量が増えることを意味している。その逆も

また然りである。可燃ごみ排出量に焼却時の

CO2排出原単位、容リプラ収集量プラに資源回

収時の CO2 排出原単位をそれぞれ乗じること

で、焼却および資源化に伴う CO2 排出量を算

出することができる。焼却と資源化での CO2

排出量のバランスをみることで、分別割合がご

み処理に与える影響を分析することができる。

なお、焼却時、資源回収時の CO2 排出原単位

は 、 Tabata et al. 
5) が 作 成 し た 原 単 位

(0.91[t-CO2/kg]、0.079[t-CO2/kg])を使用した。 

 

３．研究の成果 

3-1  年齢階級別の分別割合 

図 2に、年齢階級別世帯人数別での分別割合

の結果を示す。全年齢でみた場合、全世帯の平

均分別割合は 62.7%であった (単身世帯は

58.1%、2 人以上世帯は 65.6%)。世帯数でみる

と、単身世帯よりも 2人以上世帯の方が、分別

割合は高くなっている。この世帯は、既婚者や

子供を有する世帯が該当し、独身者に比べてご

みの分別意識が高いためであると考えられる。

年齢階級別でみると、年齢階級で浮き沈みはあ

るものの、80~84歳までは上昇していく傾向が

読み取れる。 

高齢者の数値が高いことの理由の一つとし

て、その多くが仕事を退職して自由になる時間

が多く持っていることが考えられる。また、新
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図1 神戸市における人口とごみ排出量の将

来変化 



たな生きがいをみつけるため、積極的に環境問

題に関する勉強を行っている人も多い。このよ

うな高齢者のなかには、孫やひ孫のために現在

の自然環境を次世代に残したいという強い意

志を持っている人も多い。例えば、消費者庁 6)

が 2016 年 1 月に実施した消費者意識基本調査

の中で、環境に配慮した商品やサービスを選択

するという質問に対し、心掛けていると回答し

ている 60歳以上の年齢層の割合は、60歳未満

の年齢層に比べて高くなっている。しかし、85

歳以上になると、分別割合は下がってくる傾向

にある。これは、体力や認知機能の衰えにより、

ごみ分別作業が十分にできなくなるためであ

ると考えられる。 

 

 3-2  分別割合の将来変化 

図 2の結果を踏まえて、神戸市全世帯の分別

割合を推計し、2015 年～2035 年までの世帯数

の変化を考慮した分別割合の将来変化の結果

を図 3に示す。社人研による世帯数の将来推計

では、2020 年まで世帯数は増加し、その後緩

やかに減少していく。また、世帯数に占める

80歳以上人口の割合は、2015年に 10%であっ

たものが、2035 年には 17%まで増加する。こ

れに伴い、分別割合も変化していくが、その変

化は緩やかである。全世帯をみた数値では、

2015年の 62.7%から、2035年は 62.5%であり、

約 0.2%の減少にとどまっている。20年間でみ

た場合は大きな影響はなく、2035 年以降の推

計も必要である。 

 

  3-3  分別割合の変化がごみ処理に及ぼす

環境的影響 

図 4 に、分別割合と CO2排出量との関係を

表した結果を示す。分別割合が大きくなるほど

容リプラは資源化に回されるため、焼却に伴う

CO2 排出量は少なくなる。2015 年の全世帯平

均でみた場合、焼却と資源化を合わせた CO2

排出量は 1864tである。もし、全市の分別割合

が、図 2 で分別割合が最も低かった 30～34 歳

(49.0%)と最も高かった 80~84 歳(70.8%)並にな

った場合、排出量の差分は約 1,322tとなる。そ

のため、現状の分別割合を上昇させることが、

環境面からみて重要であることが分かる。この

ような数値を用いることで、分別割合が低い年

齢階級における教育はもちろんのことである
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図 2 5歳年齢階級別、世帯人数別での分別割合 
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図 3 分別割合の将来変化 
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図 4 分別割合と CO2排出量との関係 



が、分別割合が減少してくる 85 歳以上につい

ても何らかの対策を検討する必要がある。例え

ば、2035 年までの短中期であれば、自治体に

よるごみ分別支援は有効であるし、高齢者のご

み分別は免除して、そのかわり機械選別を用い

て自治体が分別を代理で実施することも考え

られる。 

 

４．今後の課題 

以上の研究より、神戸市の高齢者の分別割合

を数値化し、世帯数の将来変化を考慮した分別

割合の変化を将来推計することができた。また、

分別割合が容リプラの焼却に伴う CO2 排出に

どのような影響をおよぼすのかを評価するこ

とができた。 

しかし、今回の研究では以下の課題が残され

ている。今後、これらの課題を解決するための

検討を行う予定である。 

(1)Web 調査という特性上、70 歳以上の回答者

が少なかった。また、これらの回答者はイ

ンターネットを使用できる能力があるため、

ごみ分別も十分に行える可能性がある。そ

のため、郵送調査などによるデータの追加

と結果の検証が必要である。 

(2)将来推計を 2035年より長いスパンで行うこ

とで、人口や世帯数の劇的な変化を踏まえ

た推計が可能である。 

 本研究課題を実施するにあたり、公益財団法

人三井住友海上福祉財団からの寄付金を頂く

ことにより、大規模な調査を実施することがで

きました。ここに記して、謝意を表します。 
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